（様式２）

企画提案書

知財総合支援窓口運営業務実施計画書
	１．業務の実施体制

（１）人員体制

①履行体制図

【必須項目】
※組織図及び管理・事業実施体制について、必須としている事業責任者、普及啓発等業務担当者、事務補助者の体制について、本業務に携わる担当者（候補者で可）の配置も含め具体的に記載（情報・研修館が相談支援事業者に委託して配置する２名の窓口支援担当者を含めた体制を記載することができる。）

【任意項目】

※任意で配置する相談対応者、業務担当者の配置について、上記の組織図及び管理・事業実施体制に追記した形式で担当者（候補者で可）の配置も含め具体的に記載（情報・研修館が相談支援事業者に委託して配置する２名の窓口支援担当者を含めた体制を記載することができる。）
※任意で相談対応者、業務担当者を配置する理由も併せて記載。
②本業務に携わるスタッフの概要（役職、担当業務等を具体的に記載）

※窓口支援担当者及び配置専門家を除く本事業への従事者（事業責任者、普及啓発等業務担当者、事務補助者、相談対応者等）の役職、担当業務等を具体的に記載。
（２）業務の実施環境

①窓口の設置

【必須項目】常設窓口の設置
※常設窓口を設置する場所（住所、機関（建物）名）及び当該場所の選定理由を記載。
【任意項目】複数窓口、臨時窓口、サテライト窓口
※複数窓口の設置、臨時窓口、サテライト窓口の設置の提案について、場所（住所、機関（建物）名）及び当該場所の選定理由、臨時窓口については設置回数等の規模も併せて記載。

※サテライト窓口を提案する場合は、運営管理の具体的な実施方法について、記載してください（適宜フロー図等も用いてください）。
②窓口の開設時間
③知財総合支援窓口及び電子出願・執務スペース等の見取り図

※相談内容の漏洩が防止できる相談スペース、電子出願を行うために必要なスペースは機密性が確保されていることがわかるよう記載。
２．実施する業務
（１）窓口の運営方針
※支援対象として、知的財産に関するどういった課題等を抱えている中小企業等をイメージするのか等、都道府県の実情や地域知財戦略本部の知的財産政策の方針も踏まえ窓口の運営方針を記載。
※併せて、支援対象として一部の業種等ある特定の中小企業等のみを支援対象としないことへの具体的な措置等について記載。

（２）知的財産活用の重要性の普及啓発及び窓口の広報

【必須項目】（実施スケジュールは様式３に記載）
＜平成２８年度＞

①窓口のホームページの運営

②リーフレットの作成・配布

※どういった中小企業・関係機関にどのように配布するのか具体的に記載。

③中小企業等が集まるイベントにおける周知活動

※どういったイベントでどのように周知活動を行うか等を具体的に記載。

④知的財産に取り組む中小企業発掘のための個別訪問

※どういった中小企業等に対し、どのように発掘を行うのか等について記載。

⑤他の支援機関等との定期的な情報共有のための会議の開催

※開催場所や回数、参加機関、参加者等について具体的に記載。

＜平成２９年度＞

①窓口のホームページの運営

②リーフレットの作成・配布

※どういった中小企業・関係機関にどのように配布するのか具体的に記載。

③中小企業等が集まるイベントにおける周知活動

※どういったイベントでどのように周知活動を行うか等を具体的に記載。

④知的財産に取り組む中小企業発掘のための個別訪問

※どういった中小企業等に対し、どのように発掘を行うのか等について記載。

⑤他の支援機関等との定期的な情報共有のための会議の開催

※開催場所や回数、参加機関、参加者等について具体的に記載。

【任意項目】

※任意の提案の内容に応じて、事業内容、実施手法、見込まれる成果をできるだけ具体的に記載してください。
＜平成２８年度＞

　○・・・・・・・
＜平成２９年度＞

　○・・・・・・・

（３）その他事業の提案
【任意項目】

※任意の提案の内容に応じて、事業内容、実施手法、見込まれる成果をできるだけ具体的に記載してください。

＜平成２８年度＞

　○・・・・・・・

＜平成２９年度＞

　○・・・・・・・

３．目標の設定及び目標管理
(１)目標の設定
※平成２８年度及び平成２９年度における目標件数及びその設定理由を示してください。

※窓口支援担当者の活動も含めた目標数値を記載してください。
【目標設定項目】
＜平成２８年度＞
・相談支援件数　　　　　　　　　　　　　件
・専門家活用件数　　　　　　　　　　　　件

※上記相談支援件数の内数
※他の支援機関からの要請等で対応する分についても想定する範囲で件数に含める。

　　　・新規相談件数　　　　　　　　　　　　　件
　　　・普及啓発のための訪問企業数　　　　　　社
　　　・顧客満足度調査結果　　上期　　　　　　％

· 　　　　同　　　　　　下期　　　　　　％

　　　　　
＜平成２９年度＞
・相談支援件数　　　　　　　　　　　　　件

・専門家活用件数　　　　　　　　　　　　件

※上記相談支援件数の内数
※他の支援機関からの要請等で対応する分についても想定する範囲で件数に含める。

　　　・新規相談件数　　　　　　　　　　　　　件

　　　・普及啓発のための訪問企業数　　　　　　社

　　　・顧客満足度調査結果　　上期　　　　　　％

· 　　　　同　　　　　　下期　　　　　　％

【上記目標設定の理由】

（２）目標達成に向けた取組、目標管理の方策

　※上記目標を達成するための取組、目標管理の方策について記載。

４．本事業の全体イメージ
※事業全体の実施イメージや事業の流れを概念図やフロー図等も用いて説明してください。

★コンソーシアム方式の場合は、コンソーシアムを組む事業者間の実施イメージや役割分担等についても記載してください。
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